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１．概要  

本資料は，MOX 燃料加工施設の第１回設工認申請のうち，以下の添付書類

での他の添付書類へ展開する事項の考え方について補足説明を行うもので

ある。  

・「Ⅴ－１－１－４  安全機能を有する施設及び重大事故等対処設備が使

用される条件の下における健全性に関する説明書」  

本資料では，重大事故等対処設備に対する事業変更許可申請書記載事項

の基本設計方針での整理及び基本設計方針に記載した事項の添付書類での

整理について説明する。  

 

２．重大事故等対処設備に対する事業変更許可申請書記載事項の基本設計方

針での整理  

  事業変更許可申請書  本文における重大事故等対処設備に係る記載事

項のうち，他条文の設計方針に展開することとしていた地震，津波，

火災については，事業変更許可申請書での整理どおり，「地震による損

傷の防止」，「津波による損傷の防止」，「火災等による損傷の防止」に

展開する。  

  具体的な事業変更許可申請書  本文における重大事故等対処設備に係

る記載事項を以下に示す。  

【共通要因故障に対する考慮等】  

  地震，津波及び火災に対して常設重大事故等対処設備は，「重大事故等

対処施設の耐震設計」，「耐津波構造」及び「重大事故等対処施設の火

災及び爆発の防止」に基づく設計とする。  

  津波に対して可搬型重大事故等対処設備は，「耐津波構造」に基づく津

波による損傷を防止した設計とする。  

【環境条件等】  

  地震に対して常設重大事故等対処設備は，「重大事故等対処施設の耐震

設計」に記載する地震力による荷重を考慮して，機能を損なわない設

計とする。  

  火災に対して常設重大事故等対処設備は，「重大事故等対処施設の火災

及び爆発の防止」に基づく設計とすることにより，重大事故等に対処

するための機能を損なわない設計とする。  

  津波に対して常設重大事故等対処設備は，「耐津波構造」に基づく設計

とする。  

  津波に対して可搬型重大事故等対処設備は，「耐津波構造」に基づく設

計とする。  
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３．重大事故等対処設備の基本設計方針に記載した事項の添付書類での整理  

  重大事故等対処設備の基本設計方針で記載した設計方針は，「Ⅴ－１－

１－４  安全機能を有する施設及び重大事故等対処設備が使用される

条件の下における健全性に関する説明書」に詳細設計に係る事項を示

す。  

  また，「共通００  共通的な補足説明について」で技術基準規則の各条

文への展開として作成する別紙２において，要求種別を「評価要求」

とする事項のうち，強度計算，影響評価に係る計算条件等が他条文で

設定する条件と同様である事項については，共通の条件を設定する他

条文の添付書類に展開する。  

  具体的には，溢水による損傷の防止，外部からの衝撃による損傷の防

止における，風 (台風 )，竜巻，積雪，火山及び外部火災に係る添付書

類に展開する。  

  基本設計方針のうち，要求種別が「評価要求」となり，計算条件等が

他条文で設定する条件と同様となり，他添付書類に展開する内容を以

下に示す。  

【環境条件等】  

  溢水に対して常設大事故等対処設備は，想定する溢水量に対して，機

能を損なわない高さへの設置，被水防護を行うことにより，重大事故

等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。  

溢水に対して可搬型重大事故等対処設備は，想定する溢水量に対し

て，機能を損なわない高さへの設置又は保管，被水防護を行うことに

より，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。  

⇒想定する溢水量に対して機能を損なわないとする評価等の評価方

針及び評価結果については，「Ⅴ－１－１－７  加工施設内における

溢水による損傷の防止に関する説明書」に示す。  

  屋内の重大事故等対処設備は，風 (台風），竜巻，凍結，高温，降水，

積雪及び火山の影響に対して外部からの衝撃による損傷を防止できる

燃料加工建屋，第１保管庫・貯水所，第２保管庫・貯水所，緊急時対

策建屋，再処理施設の制御建屋及び洞道に設置し，重大事故等への対

処に必要な機能を損なわない設計とする。  

⇒風 (台風），竜巻，積雪及び降下火砕物による荷重に対する構造健

全性評価等に係る評価方針については，「Ⅴ－１－１－１－２－４－

１  竜巻への配慮が必要な施設等の強度計算の方針」及び「Ⅴ－１

－１－１－４－４－１  火山への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」に示す。また，評価条件及び評価結果については，「Ⅴ－１－１
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－１－２－４－２  竜巻への配慮が必要な施設等の強度計算書」及

び「Ⅴ－１－１－１－４－４－２  火山への配慮が必要な施設の強

度計算書」に示す。なお，風 (台風 )の評価条件は竜巻の最大風速に

よる風荷重を大きく下回るため，風 (台風 )に対する設計は竜巻に対

する設計の中で確認する。積雪に対する設計は，構造物への静的負

荷として降下火砕物の堆積荷重の影響を考慮する火山事象に対する

設計の中で確認する。  

  屋外の常設重大事故等対処設備は，風 (台風 )，竜巻，積雪及び火山の

影響に対して，風 (台風 )及び竜巻による風荷重，積雪荷重及び降下火

砕物による積載荷重により重大事故等への対処に必要な機能を損なわ

ない設計とする。  

屋外の可搬型重大事故等対処設備は，風 (台風 )及び竜巻に対して風

(台風 )及び竜巻による風荷重を考慮し，必要により当該設備又は当該

設備を収納するものに対して転倒防止，固縛等の措置を講じて保管す

る設計とする。  

⇒風 (台風 )，竜巻，積雪及び降下火砕物による荷重に対する構造健

全性評価等に係る評価方針については，「Ⅴ－１－１－１－２－４－

１  竜巻への配慮が必要な施設等の強度計算の方針」及び「Ⅴ－１

－１－１－４－４－１  火山への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」に示す。また，評価条件及び評価結果については，「Ⅴ－１－１

－１－２－４－２  竜巻への配慮が必要な施設等の強度計算書」及

び「Ⅴ－１－１－１－４－４－２  火山への配慮が必要な施設の強

度計算書」に示す。なお，風 (台風 )の評価条件は竜巻の最大風速に

よる風荷重を大きく下回るため，風 (台風 )に対する設計は竜巻に対

する設計の中で確認する。積雪に対する設計は，設備への静的負荷

として降下火砕物の堆積荷重の影響を考慮する火山事象に対する設

計の中で確認する。  

  森林火災からの輻射強度の影響を考慮した場合においても，離隔距離

の確保等により，重大事故等対処設備の重大事故等への対処に必要な

機能を損なわない設計とする。  

⇒重大事故等対処設備を収納する建屋等に対する輻射強度の算出，

危険距離の算出等に係る評価方針については，「Ⅴ－１－１－１－３

－３  外部火災への配慮が必要な施設の設計方針及び評価方針」に

示す。また，離隔距離の確保に関する評価条件及び評価結果を「Ⅴ

－１－１－１－３－４  外部火災防護における評価結果」に示す。  

  重大事故等対処設備の基本設計方針に記載した事項の添付書類への展
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開を添付資料 -1 に示す。また，同資料内に記載する安全機能を有する

施設の他の添付書類への展開との比較を添付資料 -2 に示す。  

 

 

以  上  
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重⼤事故等対処設備の設計⽅針（設計要求事項）の他条⽂
の設計⽅針への展開⽅針

添付資料-１
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 これまで基本設計⽅針で他条⽂へ展開するとしていた事項のうち，事業変更許可申請書で他条⽂の設計⽅針に展開
するとしていた地震，津波，⽕災については，許可での整理どおりとする。

 また，荷重等の条件に係る事項を外部からの衝撃による損傷の防⽌に展開するとしていた事項については，以下の理由
から，重⼤事故等対処設備に対する事業変更許可申請書の設計⽅針を基本設計⽅針に展開することにより設⼯認
本⽂として必要な設計要件を⽰すことが可能であると考え，重⼤事故等対処設備の基本設計⽅針から外部からの衝撃
による損傷の防⽌の基本設計⽅針に展開することは実施しないこととする。
 重⼤事故等対処設備の許可本⽂での記載「外部からの衝撃を防⽌できる建屋等に収納する」，「森林⽕災に対し

て防⽕帯の内側に設置する」等の設計⽅針で必要な設計要件が説明が可能であること
 重⼤事故等対処設備を収納する建屋等に対する外部からの衝撃を防⽌できるとする計算や評価については，添付

書類に⽰すことで必要な設計要件が達成できることの説明が可能であること
 上記と同じ考え⽅に基づき，重⼤事故等対処設備の許可本⽂での記載にある「想定する溢⽔量に対して，機能を損な

わない⾼さへの設置，被⽔防護を⾏う」等の設計⽅針により設⼯認本⽂として必要な設計要件が説明が可能であること
から，重⼤事故等対処設備の基本設計⽅針から溢⽔による損傷の防⽌の基本設計⽅針に展開することも実施しない。

【事業変更許可申請書における重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針と他条⽂への展開】

【基本設計⽅針における重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針と他条⽂への展開の整理】

重⼤事故等対処設備

外部からの衝撃による損傷の防⽌

溢⽔による損傷の防⽌

重⼤事故等対処設備に対する荷重条件等の設計⽅針に
ついては，「外部からの衝撃による損傷の防⽌」の基本設
計⽅針に⽰すとしていた事項を，事業変更許可申請書の
設計⽅針を基本設計⽅針に展開することで必要な設計要
件を⽰すことが可能であるため実施しない。 ×

×重⼤事故等対処設備に対する溢⽔により機能喪失しない
とする評価の設計⽅針については，「溢⽔による損傷の防
⽌」の基本設計⽅針に⽰すとしていた事項を，事業変更
許可申請書の設計⽅針を基本設計⽅針に展開することで
必要な設計要件を⽰すことが可能であるため実施しない。

地震による損傷の防⽌ ※1

津波による損傷の防⽌

⽕災等による損傷の防⽌ ※1

許可で耐震設計に展開した
事項は，基本設計⽅針でも
地震による損傷の防⽌に展開

許可で耐津波設計に展開した
事項は，基本設計⽅針でも
津波による損傷の防⽌に展開

許可で⽕災の条⽂に展開した
重⼤事故等対処施設の⽕災
及び爆発の防⽌に係る設計
⽅針は，基本設計⽅針でも
⽕災等による損傷の防⽌に展
開

外部衝撃，溢⽔，内部発⽣⾶散物等の許可で重⼤
事故等対処設備の設計⽅針として⽰した事項は，重⼤
事故等対処設備の基本設計⽅針に設計⽅針を⽰すも
のとし，他の基本設計⽅針への展開は⾏わない

※1 可搬型重⼤事故等対処設備除く
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【基本設計⽅針】 【添付書類】
重⼤事故等対処設備

地震による損傷の防⽌

津波による損傷の防⽌

⽕災等による損傷の防⽌

V－１－１－４ 安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処
設備が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書

Ⅲ 加⼯施設の耐震性に関する説明書

V－１－１－１－６ 津波への配慮に関する説明書

Ⅴ－１－１－６ ⽕災及び爆発の防⽌に関する説明書

重⼤事故等対処設備に対する基本
設計⽅針を踏まえた詳細設計を健全
性に関する添付書類に展開

 基本設計⽅針で他条⽂へ展開した事項（地震，津波，⽕災）は，各基本設計⽅針の展開先である添
付書類で詳細設計に係る事項を⽰す。（下図参照）

 重⼤事故等対処設備の基本設計⽅針で記載した設計⽅針は，「 V－１－１－４ 安全機能を有する
施設及び重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書」に詳細設計に係る
事項を⽰す。（下図参照）

 また，強度計算，影響評価に係る計算条件等の詳細設計に係る事項が他条⽂に関連する事項（参考
２参照）については，外部衝撃等の詳細設計での設定と同じであることから，それらを外部衝撃，溢⽔の
計算や評価の⽅針を⽰す添付書類に展開する。（次ページ以降参照）

【事業変更許可申請書における重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針と他条⽂への展開】

【添付書類における重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針と他条⽂への展開の整理】
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屋内の常設重⼤事故等対処設備は，
⾵（台⾵），⻯巻，凍結，⾼温，降
⽔，積雪及び⽕⼭の影響に対して外部
からの衝撃による損傷を防⽌できる燃料
加⼯建屋，第１保管庫・貯⽔所，第
２保管庫・貯⽔所，緊急時対策建屋
，再処理施設の制御建屋及び洞道に
設置し，重⼤事故等への対処に必要な
機能を損なわない設計とする。

凍結，⾼温︓常設重⼤事故等対処設備は， V－１－１－１
－１ ⾃然現象等への配慮に関する説明書」にて設定する外気温
に対して建屋で防護することで重⼤事故等対処設備の必要な機能
を損なわない設計とする。

積雪︓常設重⼤事故等対処設備を収納する建屋等は，「 V－
１－１－１－１ ⾃然現象等への配慮に関する説明書」に基づき
算出する荷重を考慮し，機械的強度を有する設計とする。
積雪に対する設計は，構造物への静的負荷として降下⽕砕物の
堆積荷重の影響を考慮する⽕⼭事象に対する設計の中で確認す
る。→②

【 V－１－１－４ 安全機能を有する施設及び重⼤事故等対
処設備が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書】

【重⼤事故等対処設備︓基本設計⽅針（環境条件等）】

【事業変更許可申請書における重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針と他条⽂への展開】
（常設重⼤事故等対処設備）

⾵(台⾵)︓常設重⼤事故等対処設備を収納する建屋等は，「
V－１－１－１－１ ⾃然現象等への配慮に関する説明書」に
基づき算出する⾵荷重を考慮し，機械的強度を有する設計とする
。
ただし，⻯巻の最⼤⾵速による⾵荷重を⼤きく下回るため，⻯巻
に対する設計の中で確認する。→①

降⽔︓常設重⼤事故等対処設備は，「 V－１－１－１－１
⾃然現象等への配慮に関する説明書」にて設定する，設計基準
降⽔量に対して，建屋で防護することで重⼤事故等対処設備の
必要な機能を損なわない設計とする。

10



5

屋内の常設重⼤事故等対処設備は，⻯巻，⽕⼭の影響に対
して外部からの衝撃による損傷を防⽌できる燃料加⼯建屋，第
１保管庫・貯⽔所，第２保管庫・貯⽔所，緊急時対策建屋
，再処理施設の制御建屋及び洞道に設置し，重⼤事故等へ
の対処に必要な機能を損なわない設計とする。

【 V－１－１－４ 安全機能を有する施設及び重⼤事故等対
処設備が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書】

【重⼤事故等対処設備︓基本設計⽅針（環境条件等） 】

⽕⼭の影響︓常設重⼤事故等対処設備を収納する
建屋等は，「 V－１－１－１－4 ⽕⼭への配慮に
関する説明書」に基づき算出する荷重を考慮し，構造
健全性を維持する設計とする。

⻯巻による荷重に対する構造
健全性評価，設計⾶来物の
衝突に対する貫通，裏⾯剥離
に係る評価︓⻯巻に係る添付
書類に展開

降下⽕砕物による荷重に対す
る構造健全性評価︓降下⽕
砕物に係る添付書類に展開

①

【事業変更許可申請書における重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針と他条⽂への展開】
（常設重⼤事故等対処設備）

②

⻯巻︓常設重⼤事故等対処設備を収納する建屋等
は，「V－１－１－１－２ ⻯巻への配慮に関する説
明書」に基づき算出する設計荷重を考慮し，主要構
造の構造健全性を維持するとともに，個々の部材の破
損により重⼤事故等に対処するために必要な機能を損
なわない，また，設計⾶来物の衝突に対し，貫通及
び裏⾯剥離の発⽣により重⼤事故等に対処するために
必要な機能を損なわない設計とする。
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6

常設重⼤事故等対処設備は，森林⽕災に対し
て防⽕帯の内側に設置することにより，重⼤事故
等に対処するための機能を損なわない設計とする
。また，森林⽕災からの輻射強度の影響を考慮
した場合においても，離隔距離の確保等により，
常設重⼤事故等対処設備の重⼤事故等への対
処に必要な機能を損なわない設計とする。

【重⼤事故等対処設備︓基本設計⽅針（環境条件等） 】

【 V－１－１－４ 安全機能を有する施設及び重⼤事故等対
処設備が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書】
森林⽕災︓常設重⼤事故等対処設備は，「V
－１－１－１－3 外部⽕災への配慮に関する
説明書」にて設定する輻射強度を考慮し，防⽕
帯の内側に設置することにより，重⼤事故等への
対処に必要な機能を損なわない設計とする。また
，森林⽕災からの輻射強度の影響を考慮した場
合においても，離隔距離の確保により，常設重
⼤事故等対処設備の重⼤事故等への対処に必
要な機能を損なわない設計とする。
具体的には，常設重⼤事故等対処設備を収納
する建屋等及び屋外の常設重⼤事故等対処設
備は，森林⽕災からの輻射強度の影響に対し，
建屋等⼜は屋外の常設重⼤事故等対処設備の
表⾯温度が許容温度となる危険距離を算出し，
その危険距離を上回る離隔距離を確保する。また
，常設重⼤事故等対処設備を収納する建屋等
は，近隣⼯場等の⽕災，爆発に対し，危険距
離を算出し，その危険距離を上回る離隔距離が
確保されていることを確認する。

輻射強度の算出，危険距
離の算出等︓外部⽕災に
係る添付書類に展開

【事業変更許可申請書における重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針と他条⽂への展開】
（常設重⼤事故等対処設備）
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7

溢⽔に対して常設重⼤事故等対処設備は，溢
⽔に対して想定する溢⽔量に対して，機能を損
なわない⾼さへの設置，被⽔防護を⾏うことによ
り，重⼤事故等への対処に必要な機能を損な
わない設計とする。

【重⼤事故等対処設備︓基本設計⽅針（環境条件等） 】

溢⽔︓常設重⼤事故等対処設備は，想定する溢
⽔量に対して，機能を損なわない⾼さへの設置，被
⽔防護を⾏うことにより，重⼤事故等への対処に必
要な機能を損なわない設計とする。
具体的には，常設重⼤事故等対処設備のうち，溢
⽔によって必要な機能が損なわれない静的な構築物
，系統及び機器を除く設備が没⽔，被⽔等の影響
を受けて機能を損なわない設計とする。想定する溢
⽔量に対する評価⽅針及び評価結果については，「
V－１－１－７ 加⼯施設内における溢⽔による損
傷の防⽌に関する説明書」に⽰す。

【 V－１－１－４ 安全機能を有する施設及び重⼤事故等対
処設備が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書】

溢⽔評価︓溢⽔による
損傷の防⽌に係る添付
書類に展開

【事業変更許可申請書における重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針と他条⽂への展開】
（常設重⼤事故等対処設備）
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8

屋外の常設重⼤事故等対処設
備は，⾵（台⾵），⻯巻，積
雪及び⽕⼭の影響に対して，⾵
（台⾵）及び⻯巻による⾵荷重
，積雪荷重及び降下⽕砕物によ
る積載荷重により重⼤事故等へ
の対処に必要な機能を損なわな
い設計とする。

【重⼤事故等対処設備︓基本設計⽅針（環境条件等） 】

【事業変更許可申請書における重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針と他条⽂への展開】
（常設重⼤事故等対処設備）

⾵（台⾵）︓屋外の常設重⼤事故等対処設備は，常設重⼤事故等
対処設備を収納する建屋等は，「Ｖ－１－１－１－１ ⾃然現象等
への配慮に関する説明書」に基づき算出する⾵荷重を考慮し，機械的強
度を有する設計とする。
ただし，⻯巻の最⼤⾵速による⾵荷重を⼤きく下回るため，⻯巻に対す
る設計の中で確認する。→①

⻯巻︓屋外の常設重⼤事故等対処設備は，「V－１－１－１－２
⻯巻への配慮に関する説明書」に基づき算出する設計荷重を考慮し，主
要構造の構造健全性を維持する設計とする。

⽕⼭の影響︓屋外の常設重⼤事故等対処設備は，「V－１－１－１
－4 ⽕⼭への配慮に関する説明書」に基づき算出する荷重を考慮し，
構造健全性を維持する設計とする。

積雪︓屋外の常設重⼤事故等対処設備は，「V－１－１－１－１
⾃然現象等への配慮に関する説明書」に基づき算出する荷重を考慮し，
機械的強度を有する設計とする。
積雪に対する設計は，構造物への静的負荷として降下⽕砕物の堆積
荷重の影響を考慮する⽕⼭事象に対する設計の中で確認する。→②

①

②

⻯巻による荷重に対する構造健全性評価︓⻯巻に係る
添付書類に展開

降下⽕砕物による荷重に対する構造健全性評価︓降
下⽕砕物に係る添付書類に展開

【 V－1－1－4 安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処設備
が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書】
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9

屋内の可搬型重⼤事故等対処設備は
，⾵（台⾵），⻯巻，凍結，⾼温
，降⽔，積雪及び⽕⼭の影響に対し
て外部からの衝撃による損傷を防⽌でき
る燃料加⼯建屋，第１保管庫・貯⽔
所，第２保管庫・貯⽔所，緊急時対
策建屋，再処理施設の制御建屋及び
洞道に保管し，重⼤事故等への対処
に必要な機能を損なわない設計とする。

【重⼤事故等対処設備︓基本設計⽅針（環境条件等） 】

【事業変更許可申請書における重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針と他条⽂への展開】
（可搬型重⼤事故等対処設備）

【 V－1－1－4 安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処設
備が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書】

⾵(台⾵)︓可搬型重⼤事故等対処設備を収納する建屋等は，「
V－１－１－１－１ ⾃然現象等への配慮に関する説明書」に基づ
き算出する⾵荷重を考慮し，機械的強度を有する設計とする。
ただし，⻯巻の最⼤⾵速による⾵荷重を⼤きく下回るため，⻯巻に
対する設計の中で確認する。→①

凍結，⾼温︓可搬型重⼤事故等対処設備は，「 V－１－１－１
－１ ⾃然現象等への配慮に関する説明書」にて設定する外気温に
対して建屋で防護することで重⼤事故等対処設備の必要な機能を損
なわない設計とする。

積雪︓可搬型重⼤事故等対処設備を収納する建屋等は，「 V－
１－１－１－１ ⾃然現象等への配慮に関する説明書」に基づき算
出する荷重を考慮し，機械的強度を有する設計とする。
積雪に対する設計は，構造物への静的負荷として降下⽕砕物の堆
積荷重の影響を考慮する⽕⼭事象に対する設計の中で確認する。
→②

降⽔︓可搬型重⼤事故等対処設備は，「 V－１－１－１－１
⾃然現象等への配慮に関する説明書」にて設定する，設計基準降
⽔量に対して，建屋で防護することで重⼤事故等対処設備の必要な
機能を損なわない設計とする。
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10

屋内の可搬型重⼤事故等対処設備は，⾵（台⾵），
⻯巻，凍結，⾼温，降⽔，積雪及び⽕⼭の影響に対し
て，外部からの衝撃による損傷を防⽌できる建屋等内に保
管し，重⼤事故等への対処に必要な機能を損なわない設
計とする。

【重⼤事故等対処設備︓基本設計⽅針（環境条件等） 】

【事業変更許可申請書における重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針と他条⽂への展開】
（可搬型重⼤事故等対処設備）

⻯巻︓可搬型重⼤事故等対処設備を収納する建屋等は
，「V－１－１－１－２ ⻯巻への配慮に関する説明書」
に基づき算出する設計荷重を考慮し，主要構造の構造健
全性を維持するとともに，個々の部材の破損により重⼤事
故等に対処するために必要な機能を損なわない，また，設
計⾶来物の衝突に対し，貫通及び裏⾯剥離の発⽣により
重⼤事故等に対処するために必要な機能を損なわない設
計とする。

【 V－1－1－4 安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処
設備が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書】

⽕⼭の影響︓可搬型重⼤事故等対処設備を収納する建
屋等は，「V－１－１－１－4 ⽕⼭への配慮に関する説
明書」に基づき算出する荷重を考慮し，構造健全性を維
持する設計とする。

⻯巻による荷重に対する構造
健全性評価，設計⾶来物の
衝突に対する貫通，裏⾯剥離
に係る評価︓⻯巻に係る添付
書類に展開

降下⽕砕物による荷重に対す
る構造健全性評価︓降下⽕
砕物に係る添付書類に展開

①

②
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11

屋外の可搬型重⼤事故等対処設備
は，⾵（台⾵）及び⻯巻に対して⾵
（台⾵）及び⻯巻による⾵荷重を考
慮し，必要により当該設備⼜は当該
設備を収納するものに対して転倒防⽌
，固縛等の措置を講じて保管する設
計とする。

【重⼤事故等対処設備︓基本設計⽅針（環境条件等） 】

【事業変更許可申請書における重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針と他条⽂への展開】
（可搬型重⼤事故等対処設備）

⾵（台⾵）︓屋外の可搬型重⼤事故等対処設備は，「V－
１－１－１－１ ⾃然現象等への配慮に関する説明書」に基
づき算出する⾵荷重を考慮し，必要により当該設備⼜は当該
設備を収納するものに対して転倒防⽌，固縛等の措置を講じ
て保管する設計とする。
ただし，⻯巻の最⼤⾵速による⾵荷重を⼤きく下回るため，
⻯巻に対する設計の中で確認する。→①

⻯巻︓屋外の可搬型重⼤事故等対処設備は， 「V－１－１
－１－２ ⻯巻への配慮に関する説明書」に基づき算出する⾵
荷重を考慮し，必要により当該設備⼜は当該設備を収納する
ものに対して転倒防⽌，固縛等の措置を講じて保管する設計と
する。

【 V－1－1－4 安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処
設備が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書】

⻯巻による⾵荷重を考慮した
固縛等の評価︓⻯巻に係る添
付書類に展開

①
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12

溢⽔に対して可搬型重⼤事故等対処設備は
，想定する溢⽔量に対して機能を損なわない
⾼さへの設置⼜は保管，被⽔防護を⾏うことに
より，重⼤事故等への対処に必要な機能を損
なわない設計とする。

【重⼤事故等対処設備︓基本設計⽅針（環境条件等） 】

溢⽔︓可搬型重⼤事故等対処設備は，想定する
溢⽔量に対して機能を損なわない⾼さへの設置⼜は
保管，被⽔防護を⾏うことにより，重⼤事故等への
対処に必要な機能を損なわない設計とする。
具体的には，可搬型重⼤事故等対処設備のうち，
溢⽔によって必要な機能が損なわれない静的な機器
を除く設備が没⽔，被⽔等の影響を受けて機能を
損なわない設計とする。想定する溢⽔量に対する評
価⽅針及び評価結果については，「V－１－１－
７ 加⼯施設内における溢⽔による損傷の防⽌に関
する説明書」に⽰す。

【 V－1－1－4 安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処設
備が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書】

溢⽔評価︓溢⽔による
損傷の防⽌に係る添付
書類に展開

【事業変更許可申請書における重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針と他条⽂への展開】
（可搬型重⼤事故等対処設備）
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13

可搬型重⼤事故等対処設備は，森林⽕災
に対して防⽕帯の内側に保管することにより，
重⼤事故等に対処するための機能を損なわな
い設計とする。また，森林⽕災からの輻射強
度の影響を考慮した場合においても，離隔距
離の確保等により，可搬型重⼤事故等対処
設備の重⼤事故等への対処に必要な機能を
損なわない設計とする。

【重⼤事故等対処設備︓基本設計⽅針（環境条件等） 】

【 V－1－1－4 安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処
設備が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書】

森林⽕災︓可搬型重⼤事故等対処設備は，「
V－１－１－１－3 外部⽕災への配慮に関す
る説明書」にて設定する輻射強度を考慮し，防
⽕帯の内側に保管することにより，重⼤事故等へ
の対処に必要な機能を損なわない設計とする。ま
た，森林⽕災からの輻射強度の影響を考慮した
場合においても，離隔距離の確保等により，重
⼤事故等への対処に必要な機能を損なわない設
計とする。具体的には，可搬型重⼤事故等対処
設備を保管する建屋等及び屋外の可搬型重⼤
事故等対処設備は，森林⽕災からの輻射強度
の影響に対し，建屋等⼜は屋外の可搬型重⼤
事故等対処設備の表⾯温度が許容温度となる
危険距離を算出し，その危険距離を上回る離隔
距離を確保する。また，可搬型重⼤事故等対処
設備を保管する建屋等及び屋外の可搬型重⼤
事故等対処設備は，近隣⼯場等の⽕災及び爆
発に対し，危険距離を算出し，その危険距離を
上回る離隔距離が確保されていることを確認する
。

輻射強度の算出，危険距
離の算出等︓外部⽕災に
係る添付書類に展開

【事業変更許可申請書における重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針と他条⽂への展開】
（可搬型重⼤事故等対処設備）
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【添付書類】
V－1－1－4 安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処

設備が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書

重⼤事故等対処設備が機能を損なわないための設計⽅針のうち，強度評価等の計算を要する設計⽅針については，
その評価条件，評価⽅法に係る事項を「 V－1－1－4 安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処設備が使
⽤される条件の下における健全性に関する説明書」から他条⽂に係る評価等の⽅針を⽰す添付書類に展開する。

【事業変更許可申請書における重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針と他条⽂への展開】

V－１－１－１－２－４－１－１ ⻯巻への配慮が必要な施設の強度計算の⽅針

V －１－１－１－4－４－１⽕⼭への配慮が必要な施設の強度計算の⽅針

V －１－１－１－3－３ 外部⽕災への配慮が必要な施設の設計⽅針及び評価⽅針

V －１－１－７－４ 溢⽔影響に関する評価

外的事象︓⾵（台⾵），凍結，⾼温，降⽔，積雪，降⽔，落雷，⽣物
学的事象，塩害，敷地内における化学物質の漏えい，電磁的障害等
に対する設計⽅針については，当該添付書類で必要な内容をすべて記載

V－１－１－１－２－４－１－２ 屋外の重⼤事故等対処設備の固縛に関する強度計算の⽅針

重⼤事故等対処設備に対する⻯巻による⾵荷重に対する構造健
全性評価，設計⾶来物の衝突に対する貫通，裏⾯剥離に係る
評価

⻯巻による⾵荷重を考慮した固縛等の評価

重⼤事故等対処設備に係る降下⽕砕物による荷重に対す
る構造健全性評価

重⼤事故等対処設備に対する輻射強度の算出，危険距
離の算出等

重⼤事故等対処設備に対する溢⽔評価

強度計算，影響評
価に係る計算を要す
る事項については，
他の添付書類に展
開
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Ⅴ-1-1-1-1 ⾃然現象等への配慮に関する説明書
Ⅴ-1-1-1-2 ⻯巻への配慮に関する説明書
Ⅴ-1-1-1-3 ⽕⼭への配慮に関する説明書
Ⅴ-1-1-1-4 外部⽕災への配慮に関する説明書
Ⅴ-1-1-1-5 航空機に対する防護設計に関する説明書

参考１：加工施設の自然現象等による損傷の防止に関する添付書類の構成

Ⅴ-1-1-1-1 ⾃然現象等への配慮に関する説明書→その他⾃然現象等
Ⅴ-1-1-1-2 ⻯巻への配慮に関する説明書
Ⅴ-1-1-1-3 外部⽕災への配慮に関する説明書
Ⅴ-1-1-1-4 ⽕⼭への配慮に関する説明書
Ⅴ-1-1-1-5 航空機に対する防護設計に関する説明書

Ⅴ-1-1-1 加⼯施設の⾃然現象等による損傷の防⽌に関する説明書→共通部分

Ⅴ-1-1-1-2-1 ⻯巻への配慮に関する基本⽅針
Ⅴ-1-1-1-2-2 ⻯巻の影響を考慮する施設及び固縛対象物の選定
Ⅴ-1-1-1-2-3 ⻯巻の影響を考慮する施設の設計⽅針
Ⅴ-1-1-1-2-4-1 ⻯巻への配慮が必要な施設等の強度計算の⽅針
Ⅴ-1-1-1-2-4-1-1 ⻯巻への配慮が必要な施設の強度計算の⽅針
Ⅴ-1-1-1-2-4-1-2 屋外の重⼤事故等対処設備の固縛に関する強度計算の⽅針
Ⅴ-1-1-1-2-4-2 ⻯巻への配慮が必要な施設等の強度計算書
Ⅴ-1-1-1-2-4-2-1 ⻯巻への配慮が必要な施設の強度計算書
Ⅴ-1-1-1-2-4-2-1-1 燃料加⼯建屋の強度計算書
Ⅴ-1-1-1-2-4-2-1-2 気体廃棄物の廃棄設備の強度計算書
Ⅴ-1-1-1-2-4-2-1-3 ⾮常⽤所内電源設備の⾮常⽤発電機の強度計算書
Ⅴ-1-1-1-2-4-2-1-4 緊急時対策建屋，第１保管庫・貯⽔所，

第２保管庫・貯⽔所の強度計算書
Ⅴ-1-1-1-2-4-2-2 屋外の重⼤事故等対処設備の固縛に関する強度計算書

⻯巻に係る添付書類の構成

Ⅴ-1-1-1-4-1 ⽕⼭への配慮に関する基本⽅針
Ⅴ-1-1-1-4-2 降下⽕砕物の影響を考慮する施設の選定
Ⅴ-1-1-1-4-3 降下⽕砕物の影響を考慮する施設の設計⽅針
Ⅴ-1-1-1-4-4 ⽕⼭への配慮が必要な施設の強度に関する説明書
Ⅴ-1-1-1-4-4-1 ⽕⼭への配慮が必要な施設の強度計算の⽅針
Ⅴ-1-1-1-4-4-2 ⽕⼭への配慮が必要な施設の強度計算書
Ⅴ-1-1-1-4-4-2-1 燃料加⼯建屋の強度計算書
Ⅴ-1-1-1-4-4-2-2 緊急時対策建屋，第1保管庫・貯⽔所，

第2保管庫・貯⽔所の強度計算書

⽕⼭に係る添付書類の構成

Ⅴ-1-1-1-3-1 外部⽕災への配慮に関する基本⽅針
Ⅴ-1-1-1-3-2 外部⽕災の影響を考慮する施設の選定
Ⅴ-1-1-1-3-3 外部⽕災への配慮が必要な施設の設計⽅針及び評価⽅針
Ⅴ-1-1-1-3-4 外部⽕災防護における評価結果

外部⽕災に係る添付書類の構成
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（共通要因故障に対する考慮）
＜常設重⼤事故等対処設備＞

参考２：事業変更許可申請書 本文における重大事故等対処設備に対する設計方針

項目 設計方針

共通的な設計⽅針 重⼤事故等対処設備は，共通要因の特性を踏まえた設計とする。
共通要因としては，重⼤事故等における条件，⾃然現象，⼈為事象及び周辺機器等からの影響並

びに「重⼤事故の発⽣を仮定する際の条件の設定及び重⼤事故の発⽣を仮定する機器の特定」に記
載する設計基準事故において想定した条件より厳しい条件を要因とした事象を考慮する。

共通要因のうち重⼤事故等における条件については，想定される重⼤事故等が発⽣した場合における
温度，圧⼒，湿度，放射線及び荷重を考慮する。

共通要因のうち⾃然現象として，地震，津波，⾵（台⾵），⻯巻，凍結，⾼温，降⽔，積雪，
落雷，⽕⼭の影響，⽣物学的事象，森林⽕災及び塩害を選定する。⾃然現象による荷重の組合
せについては，地震，⾵（台⾵），積雪及び⽕⼭の影響を考慮する。

共通要因のうち⼈為事象として，航空機落下，有毒ガス，敷地内における化学物質の漏えい，電
磁的障害，近隣⼯場等の⽕災，爆発を選定する。故意による⼤型航空機の衝突その他のテロリズム
については，可搬型重⼤事故等対処設備による対策を講ずることとする。

共通要因のうち周辺機器等からの影響として，地震，溢⽔，⽕災による波及的影響及び内部発⽣
⾶散物を考慮する。

共通要因のうち「重⼤事故の発⽣を仮定する際の条件の設定及び重⼤事故の発⽣を仮定する機器の
特定」に記載する設計基準事故において想定した条件より厳しい条件を要因とした外的事象の地震の
影響を考慮する。

凡例︓下線＋太字 基本設計⽅針で他条⽂に展開する事項
波線 詳細設計に係る評価を，「 Ⅴ-1-1-４ 安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下における健全性

に関する説明書」以外の添付書類に展開する事項
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（共通要因故障に対する考慮等）（つづき）
項目 設計方針

常設重大事故等
対処設備

常設重⼤事故等対処設備は，共通要因によって設計基準事故に対処するための設備の安全機能と同時に
その機能が損なわれるおそれがないよう，内的事象を要因とする重⼤事故等に対処するものと外的事象を要
因とする重⼤事故等に対処するものそれぞれに対して想定される重⼤事故等が発⽣した場合における環境条
件に対して健全性を確保することにより，信頼性が⼗分に⾼い設計とする。ただし，内的事象を要因とする重
⼤事故等へ対処する常設重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設と
兼⽤する常設重⼤事故等対処設備は，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上⽀障のない期
間で修理の対応を⾏うこと，関連する⼯程の停⽌等⼜はこれらを適切に組み合わせることにより，その機能を
確保する設計とする。

 その他の常設重⼤事故等対処設備についても，可能な限り多様性，独⽴性，位置的分散を考慮した設計
とする。

常設重⼤事故等対処設備は，「敷地の⾯積及び形状」に基づく地盤に設置し，地震，津波及び⽕災に
対して常設重⼤事故等対処設備は，「重⼤事故等対処施設の耐震設計」，「耐津波構造」及び「重⼤事
故等対処施設の⽕災及び爆発の防⽌」に基づく設計とする。

 また，設計基準事故において想定した条件より厳しい条件を要因とした外的事象の地震に対して，地震を要
因とする重⼤事故等に対処するために重⼤事故等時に機能を期待する常設重⼤事故等対処設備は，「地
震を要因とする重⼤事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とする。

 また，溢⽔，⽕災に対して常設重⼤事故等対処設備は，設計基準事故に対処するための設備の安全機
能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，健全性を確保する設計とする。

常設重⼤事故等対処設備は，⾵（台⾵），⻯巻，凍結，⾼温，降⽔，積雪，落雷，⽕⼭の影響，
⽣物学的事象，森林⽕災，塩害，航空機落下，有毒ガス，敷地内における化学物質の漏えい，電磁
的障害，近隣⼯場等の⽕災，爆発に対する健全性を確保する設計とする。

周辺機器等からの影響のうち内部発⽣⾶散物に対して，回転⽻の損壊により⾶散物を発⽣させる回転機器
について回転体の⾶散を防⽌する設計とし，常設重⼤事故等対処設備が機能を損なわない設計とする。

環境条件に対する健全性については，「環境条件等」に記載する。

参考２：事業変更許可申請書 本文における重大事故等対処設備に対する設計方針
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（共通要因故障に対する考慮等）（つづき）
項⽬ 設計⽅針

可搬型重⼤事
故等対処設備

 可搬型重⼤事故等対処設備は，共通要因によって設計基準事故に対処するための設備の安全機能⼜は常設重⼤事故
等対処設備の重⼤事故等に対処するために必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう内的事象を要因とす
る重⼤事故等に対処するものと外的事象を要因とする重⼤事故等に対処するものそれぞれに対して想定される重⼤事故等が
発⽣した場合における環境条件に対して健全性を確保すること，位置的分散を図ることにより信頼性が⼗分に⾼い設計とす
る。その他の可搬型重⼤事故等対処設備についても，可能な限り多様性，独⽴性，位置的分散を考慮した設計とする。

 可搬型重⼤事故等対処設備は，地震，津波，その他の⾃然現象⼜は故意による⼤型航空機の衝突その他のテロリズム，
設計基準事故に対処するための設備及び重⼤事故等対処設備の配置その他の条件を考慮した上で常設重⼤事故等対処
設備と異なる保管場所に保管する設計とする。

 屋内に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，「敷地の⾯積及び形状」に基づく地盤に設置された建屋等に位置的分
散することにより，設計基準事故に対処するための設備の安全機能⼜は常設重⼤事故等対処設備の重⼤事故等に対処す
るために必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないように保管する設計とする。

 屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，転倒しないことを確認する，⼜は必要により固縛等の措置をするとともに，
「重⼤事故等対処施設の耐震設計」の地震により⽣ずる敷地下斜⾯のすべり，液状化⼜は揺すり込みによる不等沈下，傾
斜及び浮き上がり，地盤⽀持⼒の不⾜，地中埋設構造物の損壊等により必要な機能を喪失しない複数の保管場所に位
置的分散することにより，設計基準事故に対処するための設備の安全機能⼜は常設重⼤事故等対処設備の重⼤事故等に
対処するために必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないように保管する設計とする。

 また，設計基準事故において想定した条件より厳しい条件を要因とした外的事象の地震に対して，地震を要因とする重⼤事
故等に対処するために重⼤事故等時に機能を期待する可搬型重⼤事故等対処設備は，「地震を要因とする重⼤事故等に
対する施設の耐震設計」に基づく設計とする。

 津波に対して可搬型重⼤事故等対処設備は，「耐津波構造」に基づく津波による損傷を防⽌した設計とする。
 ⽕災に対して可搬型重⼤事故等対処設備は,「可搬型重⼤事故等対処設備の内部⽕災に対する防護⽅針」に基づく⽕災

防護を⾏う。
 溢⽔，⽕災，内部発⽣⾶散物に対して可搬型重⼤事故等対処設備は，設計基準事故に対処するための設備の安全機

能⼜は常設重⼤事故等対処設備の重⼤事故等に対処するために必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよ
う，位置的分散を図る。

参考２：事業変更許可申請書 本文における重大事故等対処設備に対する設計方針
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（共通要因故障に対する考慮等）（つづき）
項⽬ 設計⽅針

可搬型重⼤
事故等対処
設備

屋内に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，⾵（台⾵），⻯巻，凍結，⾼温，降⽔，積雪，落雷，
⽕⼭の影響，⽣物学的事象，森林⽕災，塩害，航空機落下，有毒ガス，敷地内における化学物質の漏え
い，電磁的障害，近隣⼯場等の⽕災，爆発に対して，外部からの衝撃による損傷の防⽌が図られた建屋等内
に保管し，かつ，設計基準事故に対処するための設備の安全機能⼜は常設重⼤事故等対処設備の重⼤事故
等に対処するために必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，設計基準事故に対処するため
の設備⼜は常設重⼤事故等対処設備を設置する場所と異なる場所に保管する設計とする。

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，⾃然現象，⼈為事象及び故意による⼤型航空機の衝突そ
の他のテロリズムに対して，設計基準事故に対処するための設備の安全機能⼜は常設重⼤事故等対処設備の
重⼤事故等に対処するために必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，設計基準事故に対
処するための設備⼜は常設重⼤事故等対処設備を設置する建屋の外壁から100ｍ以上の離隔距離を確保した
場所に保管するとともに異なる場所にも保管することで位置的分散を図る。

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，⾵（台⾵），⻯巻，凍結，⾼温，降⽔，積雪，落雷，
⽕⼭の影響，⽣物学的事象，森林⽕災，塩害，航空機落下，有毒ガス，敷地内における化学物質の漏え
い，電磁的障害，近隣⼯場等の⽕災，爆発に対して健全性を確保する設計とする。

環境条件に対する健全性については，「環境条件等」に記載する。

参考２：事業変更許可申請書 本文における重大事故等対処設備に対する設計方針
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設計⽅針
重⼤事故等対処設備は，再処理事業所内の他の設備（安全機能を有する施設，当該重⼤事故等対処設備以外の重⼤

事故等対処設備，再処理施設及び再処理施設の重⼤事故等対処設備を含む。）に対して悪影響を及ぼさない設計とする。
重⼤事故等対処設備は，重⼤事故等における条件を考慮し，他の設備への影響としては，重⼤事故等対処設備使⽤時及

び待機時の系統的な影響（電気的な影響を含む。），内部発⽣⾶散物による影響並びに⻯巻により⾶来物となる影響を考
慮し，他の設備の機能に悪影響を及ぼさない設計とする。

系統的な影響について，重⼤事故等対処設備は，弁等の操作によって安全機能を有する施設として使⽤する系統構成から重
⼤事故等対処設備としての系統構成とすること，重⼤事故等発⽣前（通常時）の隔離若しくは分離された状態から弁等の操
作や接続により重⼤事故等対処設備としての系統構成とすること，他の設備から独⽴して単独で使⽤可能なこと，安全機能を
有する施設として使⽤する場合と同じ系統構成で重⼤事故等対処設備として使⽤すること等により，他の設備に悪影響を及ぼ
さない設計とする。

 また，可搬型放⽔砲については，燃料加⼯建屋への放⽔により，当該設備の使⽤を想定する重⼤事故時において必要となる
屋外の他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

重⼤事故等対処設備が⻯巻により⾶来物となる影響については⾵荷重を考慮し，屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設
備は必要に応じて固縛等の措置をとることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

（悪影響防⽌）

参考２：事業変更許可申請書 本文における重大事故等対処設備に対する設計方針
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（環境条件等）
項⽬ 設計⽅針

共通的な設計⽅
針

重⼤事故等対処設備は，内的事象を要因とする重⼤事故等に対処するものと外的事象を要因とする重⼤
事故等に対処するものそれぞれに対して想定される重⼤事故等が発⽣した場合における温度，圧⼒，湿度，
放射線及び荷重を考慮し，その機能が有効に発揮できるよう，その設置場所（使⽤場所）及び保管場所
に応じた耐環境性を有する設計とするとともに，操作が可能な設計とする。

重⼤事故等時の環境条件については，重⼤事故等における温度，圧⼒，湿度，放射線，荷重に加えて，
重⼤事故による環境の変化を考慮した環境温度，環境圧⼒，環境湿度による影響，重⼤事故等時に汽
⽔を供給する系統への影響，⾃然現象による影響，⼈為事象の影響及び周辺機器等からの影響を考慮す
る。

荷重としては，重⼤事故等が発⽣した場合における機械的荷重に加えて，環境温度，環境圧⼒及び⾃然
現象による荷重を考慮する。

⾃然現象については，重⼤事故等時における敷地及びその周辺での発⽣の可能性，重⼤事故等対処設備
への影響度，事象進展速度や事象進展に対する時間余裕の観点から，重⼤事故等時に重⼤事故等対処
設備に影響を与えるおそれがある事象として，地震，津波，⾵（台⾵），⻯巻，凍結，⾼温，降⽔，積
雪，落雷，⽕⼭の影響，⽣物学的事象，森林⽕災及び塩害を選定する。⾃然現象による荷重の組合せ
については，地震，⾵（台⾵），積雪及び⽕⼭の影響を考慮する。

⼈為事象については，重⼤事故等時における敷地及びその周辺での発⽣の可能性，重⼤事故等対処設備
への影響度，事象進展速度や事象進展に対する時間余裕の観点から，重⼤事故等時に重⼤事故等対処
設備に影響を与えるおそれのある事象として，敷地内における化学物質の漏えい，電磁的障害を選定する。

重⼤事故等の要因となるおそれとなる「重⼤事故の発⽣を仮定する際の条件の設定及び重⼤事故の発⽣を
仮定する機器の特定」に記載する設計基準事故において想定した条件より厳しい条件を要因とした外的事象
の地震の影響を考慮する。

周辺機器等からの影響としては，地震，⽕災，溢⽔による波及的影響及び内部発⽣⾶散物を考慮する。
 また，同時に発⽣する可能性のある再処理施設における重⼤事故等による影響についても考慮する。

参考２：事業変更許可申請書 本文における重大事故等対処設備に対する設計方針
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（環境条件等）（つづき）
項⽬ 設計⽅針

常設重⼤事故等
対処設備

常設重⼤事故等対処設備は，想定される重⼤事故等が発⽣した場合における温度，圧⼒，湿度，放射
線及び荷重を考慮し，その機能が有効に発揮できるよう，その設置場所（使⽤場所）に応じた耐環境性を
有する設計とする。閉じ込める機能の喪失の対処に係る常設重⼤事故等対処設備は，重⼤事故等時にお
ける建屋等の環境温度，環境圧⼒を考慮しても機能を損なわない設計とする。

重⼤事故等時に汽⽔を供給する系統への影響に対して常時汽⽔を通⽔するコンクリート構造物については，
腐⾷を考慮した設計とする。

地震に対して常設重⼤事故等対処設備は，「重⼤事故等対処施設の耐震設計」に記載する地震⼒による
荷重を考慮して，機能を損なわない設計とする。

 また，設計基準事故において想定した条件より厳しい条件を要因とした外的事象の地震に対して，地震を要
因とする重⼤事故等に対処するために重⼤事故等時に機能を期待する常設重⼤事故等対処設備は，「地
震を要因とする重⼤事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とする。

 また，地震に対して常設重⼤事故等対処設備は，当該設備周辺の機器等からの波及的影響によって機能
を損なわない設計とするとともに，当該設備周辺の資機材の落下，転倒による損傷を考慮して，当該設備
周辺の資機材の落下防⽌，転倒防⽌，固縛の措置を⾏う。ただし，内的事象を要因とする重⼤事故等へ
対処する常設重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設と兼⽤する常設
重⼤事故等対処設備は，地震により機能が損なわれる場合，代替設備により必要な機能を確保すること，
安全上⽀障のない期間で修理の対応を⾏うこと，関連する⼯程の停⽌等⼜はこれらを適切に組み合わせるこ
とにより，その機能を確保する。

溢⽔に対して常設重⼤事故等対処設備は，想定する溢⽔量に対して，機能を損なわない⾼さへの設置，
被⽔防護を⾏うことにより，重⼤事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。⽕災に対して常設
重⼤事故等対処設備は，「重⼤事故等対処施設の⽕災及び爆発の防⽌」に基づく設計とすることにより，
重⼤事故等に対処するための機能を損なわない設計とする。ただし，内的事象を要因とする重⼤事故等へ
対処する常設重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設と兼⽤する常設
重⼤事故等対処設備は，溢⽔，⽕災による損傷及び内部発⽣⾶散物を考慮して，代替設備により必要
な機能を確保すること，安全上⽀障のない期間で修理の対応を⾏うこと，関連する⼯程の停⽌等⼜はそれら
を適切に組み合わせることで，重⼤事故等に対処するための機能を損なわない設計とする。

津波に対して常設重⼤事故等対処設備は，「耐津波構造」に基づく設計とする。

参考２：事業変更許可申請書 本文における重大事故等対処設備に対する設計方針
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（環境条件等）（つづき）
項⽬ 設計⽅針

常設重⼤事故等
対処設備

 屋内の常設重⼤事故等対処設備は，⾵（台⾵），⻯巻，凍結，⾼温，降⽔，積雪，⽕⼭の影響に対して外
部からの衝撃による損傷を防⽌できる燃料加⼯建屋，第１保管庫・貯⽔所，第２保管庫・貯⽔所，緊急時対策建
屋，再処理施設の制御建屋及び洞道に設置し，重⼤事故等に対処するための機能を損なわない設計とする。

 屋外の常設重⼤事故等対処設備は，⾵（台⾵），⻯巻，積雪及び⽕⼭の影響に対して，⾵（台⾵）及び⻯巻
による⾵荷重，積雪荷重及び降下⽕砕物による積載荷重により重⼤事故等に対処するための機能を損なわない設計
とする。凍結，⾼温及び降⽔に対して屋外の常設重⼤事故等対処設備は，凍結防⽌対策，⾼温防⽌対策及び防
⽔対策により，重⼤事故等に対処するための機能を損なわない設計とする。

 ただし，内的事象を要因とする重⼤事故等へ対処する常設重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外の安
全機能を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故等対処設備は，⾵（台⾵），⻯巻，積雪，⽕⼭の影響，凍結，
⾼温及び降⽔により機能が損なわれる場合，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上⽀障のない期間で
修理の対応を⾏うこと，関連する⼯程の停⽌等⼜はこれらを適切に組み合わせることにより，その機能を確保する。

 落雷に対して外部電源系統からの電気の供給の停⽌及び⾮常⽤所内電源設備からの電源の喪失（以下「全交流電
源喪失」という。）を要因とせずに発⽣する重⼤事故等に対処する常設重⼤事故等対処設備は，直撃雷及び間接
雷を考慮した設計を⾏う。

 直撃雷に対して，当該設備⾃体が構内接地網と連接した避雷設備を有する設計とする⼜は構内接地網と連接した
避雷設備を有する建屋等に設置することにより，重⼤事故等に対処するための機能を損なわない設計とする。間接雷
に対して，雷サージによる影響を軽減することにより，重⼤事故等に対処するための機能を損なわない設計とする。ただ
し，内的事象を要因とする重⼤事故等へ対処する常設重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全
機能を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故等対処設備は，落雷により機能が損なわれる場合，代替設備により必
要な機能を確保すること，安全上⽀障のない期間で修理の対応を⾏うこと，関連する⼯程の停⽌等⼜はこれらを適切
に組み合わせることにより，その機能を確保する。

 ⽣物学的事象に対して常設重⼤事故等対処設備は，⿃類，昆⾍類及び⼩動物の侵⼊を考慮し，これら⽣物の侵
⼊を防⽌⼜は抑制することにより，重⼤事故等に対処するための機能を損なわない設計とする。

 森林⽕災に対して常設重⼤事故等対処設備は，防⽕帯の内側に設置することにより，重⼤事故等に対処するための
機能を損なわない設計とする。また，森林⽕災からの輻射強度の影響を考慮した場合においても，離隔距離の確保等
により，常設重⼤事故等対処設備の重⼤事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。ただし，内的事象
を要因とする重⼤事故等へ対処する常設重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼⽤する常設重⼤事故等対処設備は，森林⽕災発⽣時に消防⾞による事前散⽔による延焼防⽌を図るととも
に代替設備により機能を損なわない設計とする。

参考２：事業変更許可申請書 本文における重大事故等対処設備に対する設計方針
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（環境条件等）（つづき）
項⽬ 設計⽅針

常設重⼤事故等
対処設備

 塩害に対して屋内の常設重⼤事故等対処設備は，換気設備及び⾮管理区域の換気空調設備の給気系への除塩
フィルタの設置により，重⼤事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。また，屋外の常設重⼤事故等対
処設備は，屋外施設の塗装等による腐⾷防⽌対策⼜は受電開閉設備の絶縁性の維持対策により，重⼤事故等へ
の対処に必要な機能を損なわない設計とする。

 敷地内における化学物質の漏えいに対して屋外の常設重⼤事故等対処設備は，機能を損なわない⾼さへの設置，
被液防護を⾏うことにより，重⼤事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。電磁的障害に対して常設重
⼤事故等対処設備は，重⼤事故等時においても電磁波により機能を損なわない設計とする。

 周辺機器等からの影響について常設重⼤事故等対処設備は，内部発⽣⾶散物に対して当該設備周辺機器の回転
機器の回転⽻の損壊による⾶散物の影響を考慮し，影響を受けない位置へ設置することにより機能を損なわない設計
とする。

 常設重⼤事故等対処設備は，同時に発⽣する可能性のある再処理施設における重⼤事故等による建屋外の環境
条件の影響を受けない設計とする。

参考２：事業変更許可申請書 本文における重大事故等対処設備に対する設計方針
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（環境条件等）（つづき）
項⽬ 設計⽅針

可搬型重⼤事故
等対処設備

 可搬型重⼤事故等対処設備は，想定される重⼤事故等が発⽣した場合における温度，圧⼒，湿度，放射線及び
荷重を考慮し，その機能が有効に発揮できるよう，その設置場所（使⽤場所）及び保管場所に応じた耐環境性を
有する設計とする。閉じ込める機能の喪失の対処に係る可搬型重⼤事故等対処設備は，重⼤事故等時における建
屋等の環境温度，環境圧⼒を考慮しても機能を損なわない設計とする。

 重⼤事故等時に汽⽔を供給する系統への影響に対して常時汽⽔を通⽔する⼜は尾駮沼で使⽤する可搬型重⼤事故
等対処設備は，耐腐⾷性材料を使⽤する設計とする。また，尾駮沼から直接取⽔する際の異物の流⼊防⽌を考慮
した設計とする。

 地震に対して可搬型重⼤事故等対処設備は，当該設備の落下防⽌，転倒防⽌，固縛の措置を講ずる。
 また，設計基準事故において想定した条件より厳しい条件を要因とした外的事象の地震に対して，地震を要因とする

重⼤事故等に対処するために重⼤事故等時に機能を期待する可搬型重⼤事故等対処設備は，「地震を要因とする
重⼤事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とする。また，当該設備周辺の機器等からの波及的影響によって
機能を損なわない設計とするとともに，当該設備周辺の資機材の落下，転倒による損傷を考慮して，当該設備周辺
の資機材の落下防⽌，転倒防⽌，固縛の措置を⾏う。

 溢⽔，⽕災に対して可搬型重⼤事故等対処設備は，溢⽔に対しては想定する溢⽔量に対して機能を損なわない⾼
さへの設置⼜は保管，被⽔防護を⾏うことにより，⽕災に対しては，「可搬型重⼤事故等対処設備の内部⽕災に対
する防護⽅針」に基づく⽕災防護を⾏うことにより，重⼤事故等に対処するための機能を損なわない設計とする。

 津波に対して可搬型重⼤事故等対処設備は，「耐津波構造」に基づく設計とする。
 ⾵（台⾵），⻯巻，凍結，⾼温，降⽔，積雪及び⽕⼭の影響に対して屋内の可搬型重⼤事故等対処設備は，

外部からの衝撃による損傷を防⽌できる建屋等内に保管し，重⼤事故等に対処するための機能を損なわない設計とす
る。屋外の可搬型重⼤事故等対処設備は，⾵（台⾵）及び⻯巻に対して⾵（台⾵）及び⻯巻による⾵荷重を考
慮し，必要により当該設備⼜は当該設備を収納するものに対して転倒防⽌，固縛等の措置を講じて保管する設計と
する。

 積雪及び⽕⼭の影響に対して屋外の可搬型重⼤事故等対処設備は，積雪荷重及び降下⽕砕物による積載荷重を
考慮し，損傷防⽌措置として除雪，除灰及び屋内への配備を実施することにより，重⼤事故等に対処するための機
能を損なわないよう維持する。凍結，⾼温及び降⽔に対して屋外の可搬型重⼤事故等対処設備は，凍結防⽌対策，
⾼温防⽌対策及び防⽔対策により，重⼤事故等に対処するための機能を損なわない設計とする。

参考２：事業変更許可申請書 本文における重大事故等対処設備に対する設計方針
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（環境条件等）（つづき）
項⽬ 設計⽅針

可搬型重⼤事故
等対処設備

 落雷に対して全交流電源喪失を要因とせずに発⽣する重⼤事故等に対処する可搬型重⼤事故等対処設備は，直
撃雷を考慮した設計を⾏う。直撃雷に対して，構内接地網と連接した避雷設備で防護される範囲内に保管する⼜は
構内接地網と連接した避雷設備を有する建屋等に保管することにより，重⼤事故等に対処するための機能を損なわな
い設計とする。

 ⽣物学的事象に対して可搬型重⼤事故等対処設備は，⿃類，昆⾍類及び⼩動物の侵⼊を考慮し，これら⽣物の
侵⼊を防⽌⼜は抑制することにより，重⼤事故等に対処するための機能を損なわない設計とする。

 森林⽕災に対して可搬型重⼤事故等対処設備は，防⽕帯の内側に保管することにより，重⼤事故等に対処するた
めの機能を損なわない設計とする。また，森林⽕災からの輻射強度の影響を考慮した場合においても，離隔距離の確
保等により，可搬型重⼤事故等対処設備の重⼤事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

 塩害に対して屋内の可搬型重⼤事故等対処設備は，換気設備及び⾮管理区域の換気空調設備の給気系への除
塩フィルタの設置により，重⼤事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。また，屋外の可搬型重⼤事故
等対処設備は，屋外施設の塗装等による腐⾷防⽌対策⼜は絶縁性の維持対策により，重⼤事故等への対処に必
要な機能を損なわない設計とする。

 敷地内における化学物質の漏えいに対して屋外の可搬型重⼤事故等対処設備は，機能を損なわない⾼さへの設置，
被液防護を⾏うことにより，重⼤事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。電磁的障害に対して可搬型
重⼤事故等対処設備は，重⼤事故等時においても電磁波により機能を損なわない設計とする。

 周辺機器等からの影響について可搬型重⼤事故等対処設備は，内部発⽣⾶散物に対して当該設備周辺機器の回
転機器の回転⽻の損壊による⾶散物の影響を考慮し，影響を受けない位置へ保管することにより機能を損なわない設
計とする。

 可搬型重⼤事故等対処設備は，同時に発⽣する可能性のある再処理施設における重⼤事故等による建屋外の環
境条件の影響を受けない設計とする。

参考２：事業変更許可申請書 本文における重大事故等対処設備に対する設計方針
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ロ．加⼯施設の⼀般構造
(ホ) 耐震構造

(１) 安全機能を有する施設の耐震設計
(２) 重⼤事故等対処施設の耐震設計

(１) 安全機能を有する施設

(２) 重⼤事故等対処施設

① 重⼤事故等の拡⼤の防⽌等

② 重⼤事故等対処設備

「六．ロ．（ハ）（１）
①重⼤事故の発⽣を仮定する際の条件の設定及び重⼤事故の発⽣を仮定する機器の特定」⇒設
計基準事故において想定した条件より厳しい条件を要因とした外的事象の地震の影響を考慮

(ト) その他の主要な構造

三．加⼯施設の位置，構造及び設備並びに加⼯の⽅法

ａ．共通要因故障に対する考慮等
(ａ) 共通要因故障に対する考慮
(ｂ) 悪影響防⽌
ｂ．個数及び容量
ｃ．環境条件等
ｄ．操作性及び試験・検査性
ｅ．地震を要因とする重⼤事故等に対する施設の耐震設計」
ｆ．可搬型重⼤事故等対処設備の内部⽕災に対する防護⽅針

8.  設備に対する要求
8.2   重⼤事故等対処設備
8.2.1   重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針

8.2.2   共通要因故障に対する考慮等
（１）共通要因故障に対する考慮
（２）悪影響防⽌

3.1 地震による損傷の防⽌

8.2.3 個数及び容量
⇒悪影響防⽌を8.2.2に⼊れたため8.2.4から項番号変更（以下同じ）
8.2.4 環境条件等

8.2.5   操作性及び試験・検査性

8.2.6   地震を要因とする重⼤事故等に対する施設の耐震設計

8.2.7   可搬型重⼤事故等対処設備の内部⽕災に対する防護⽅針

前提として記載

3.2 津波による損傷の防⽌(ヘ) 耐津波構造

3．⾃然現象等

許可本⽂の②までに記載の共通事
項を8.2.1に展開

5. ⽕災等による損傷の防⽌(ニ) ⽕災及び爆発の防⽌に関する構造

イ．加⼯施設の位置
(イ) 敷地の⾯積及び形状 2．地盤

参考３：重大事故等対処設備に係る基本設計方針の事業変更許可申請書との構成比較

33



共通要因のうち「六．ロ．（ハ）（１）①重⼤事
故の発⽣を仮定する際の条件の設定及び重⼤事故
の発⽣を仮定する機器の特定」に記載する設計基準
事故において想定した条件より厳しい条件を要因とし
た外的事象の地震の影響を考慮する。

事業（変更）許可を受けた設計基準事故に
おいて想定した条件より厳しい条件を要因とし
た外的事象の地震の影響を考慮する。

常設重⼤事故等対処設備は，「イ．（イ）敷地の
⾯積及び形状」に基づく地盤に設置し，地震，津
波及び⽕災に対して常設重⼤事故等対処設備は
，「ロ．（ホ）（２）重⼤事故等対処施設の耐震
設計」，「ロ．（ヘ）耐津波構造」及び「ロ．（ニ）
（２）重⼤事故等対処施設の⽕災及び爆発の防
⽌」に基づく設計とする。

また，設計基準事故において想定した条件より厳し
い条件を要因とした外的事象の地震に対して，地震
を要因とする重⼤事故等に対処するために重⼤事故
等時に機能を期待する常設重⼤事故等対処設備
は，「ロ．（ト）（２）②ｅ．地震を要因とする重
⼤事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計と
する。

常設重⼤事故等対処設備は，「2.  地盤」
に基づく地盤に設置し，地震，津波及び⽕
災に対しては，「3.1   地震による損傷の防
⽌」，「3.2   津波による損傷の防⽌」及び「
5.  ⽕災等による損傷の防⽌」に基づく設計と
する。

イ．（イ） ⇒ 「 2.  地盤」
ロ．（ホ）（２）⇒ 「3.1   地震による損傷の防⽌」
ロ．（ヘ）⇒ 「3.2   津波による損傷の防⽌」
ロ．（ニ）（２）⇒ 5.  ⽕災等による損傷の防⽌

設計基準事故において想定した条件より厳し
い条件を要因とした外的事象の地震に対して
，地震を要因とする重⼤事故等に対処するた
めに重⼤事故等時に機能を期待する常設重
⼤事故等対処設備は，「8.2.6 地震を要
因とする重⼤事故等に対する施設の耐震設
計」に基づく設計とする。
※8.2.3としていた悪影響防⽌を「8.2.2共通要因故障
に対する考慮等」に⼊れたため8.2.7から項番号変更

ロ．（ト）（２）②ｅ． ⇒ 「 8.2.6 地震を要因と
する重⼤事故等に対する施設の耐震設計」

前提として記載

共通要因故障等（常設）の基本設計⽅針の許可との構成⽐較

環境条件に対する健全性については，「ロ．(ト)(２
)②ｃ．環境条件等」に記載する。

環境条件に対する健全性については，「
8.2.4 環境条件等」に基づく設計とする。

ロ．(ト)(２)②ｃ． ⇒ 「 8.2.4 環境条件等」

※8.2.3としていた悪影響防⽌を「8.2.2共通要因故障
に対する考慮等」に⼊れたため8.2.5から項番号変更
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参考３：重大事故等対処設備に係る基本設計方針の事業変更許可申請書との構成比較

なお，「六．ロ．（ハ）（２）③重⼤事故が同時
に⼜は連鎖して発⽣した場合の対処」に⽰すとおり，
ＭＯＸ燃料加⼯施設での重⼤事故は，「核燃料
物質等を閉じ込める機能の喪失」のみであり，同時
に⼜は連鎖して発⽣する可能性のない事故の間での
重⼤事故等対処設備の共⽤は⾏わない。

事業（変更）許可を受けたとおり，MOX燃
料加⼯施設で発⽣する重⼤事故は，「核燃
料物質等を閉じ込める機能の喪失」のみであ
り，また核燃料物質等を閉じ込める機能の喪
失の事象であるグローブボックス内での⽕災に
よりＭＯＸ粉末等の集積等が発⽣することは
なく臨界事故への連鎖は想定されないことから
，同時に⼜は連鎖して発⽣する可能性のな
い事故の間での重⼤事故等対処設備の共⽤
は⾏わない設計とする。

前提として記載
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屋内に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，「
イ．（イ）敷地の⾯積及び形状」に基づく地盤に設
置された建屋等に位置的分散することにより，設計
基準事故に対処するための設備の安全機能⼜は常
設重⼤事故等対処設備の重⼤事故等に対処する
ために必要な機能と同時にその機能が損なわれるお
それがないように保管する設計とする

屋内に保管する可搬型重⼤事故等対処設
備は，「2.  地盤」に基づく地盤に設置された
建屋等に位置的分散することにより，設計基
準事故に対処するための設備の安全機能⼜
は常設重⼤事故等対処設備の重⼤事故等
に対処するために必要な機能と同時にその機
能が損なわれるおそれがないように保管する設
計とする。

イ．（イ） ⇒ 「 2.  地盤」

共通要因故障等（可搬型）の基本設計⽅針の許可との構成⽐較

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，
転倒しないことを確認する，⼜は必要により固縛等の
措置をするとともに，「ロ．（ホ）（２）重⼤事故
等対処施設の耐震設計」の地震により⽣ずる敷地下
斜⾯のすべり，液状化⼜は揺すり込みによる不等沈
下，傾斜及び浮き上がり，地盤⽀持⼒の不⾜，地
中埋設構造物の損壊等により必要な機能を喪失し
ない複数の保管場所に位置的分散することにより，
設計基準事故に対処するための設備の安全機能⼜
は常設重⼤事故等対処設備の重⼤事故等に対処
するために必要な機能と同時にその機能が損なわれ
るおそれがないように保管する設計とする。

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設
備は，転倒しないことを確認する，⼜は必要
により固縛等の措置をするとともに，「3.1 地
震による損傷の防⽌」の地震により⽣ずる敷
地下斜⾯のすべり，液状化⼜は揺すり込みに
よる不等沈下，傾斜及び浮き上がり，地盤
⽀持⼒の不⾜，地中埋設構造物の損壊等
により必要な機能を喪失しない複数の保管場
所に位置的分散することにより，設計基準事
故に対処するための設備の安全機能⼜は常
設重⼤事故等対処設備の重⼤事故等に対
処するために必要な機能と同時にその機能が
損なわれるおそれがないように保管する設計と
する。

ロ．（ホ）（２） ⇒ 「 3.1 地震による損傷の防⽌」

また，設計基準事故において想定した条件より厳し
い条件を要因とした外的事象の地震に対して，地震
を要因とする重⼤事故等に対処するために重⼤事故
等時に機能を期待する可搬型重⼤事故等対処設
備は，「ロ．（ト）（２）②ｅ．地震を要因とする
重⼤事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計
とする。津波に対して可搬型重⼤事故等対処設備
は，「ロ．（ヘ）耐津波構造」に基づく津波による損
傷を防⽌した設計とする。⽕災に対して可搬型重⼤
事故等対処設備は,「ロ．（ト）（２）②ｆ．可
搬型重⼤事故等対処設備の内部⽕災に対する防
護⽅針」に基づく⽕災防護を⾏う。

また，設計基準事故において想定した条件よ
り厳しい条件を要因とした外的事象の地震に
対して，地震を要因とする重⼤事故等に対
処するために重⼤事故等時に機能を期待する
可搬型重⼤事故等対処設備は，「8.2.6
地震を要因とする重⼤事故等に対する施設
の耐震設計」に基づく設計とする。津波に対し
て可搬型重⼤事故等対処設備は，「3.2   
津波による損傷の防⽌」に基づく津波による損
傷を防⽌した設計とする。⽕災に対して可搬
型重⼤事故等対処設備は，「8.2.7 可搬
型重⼤事故等対処設備の内部⽕災に対す
る防護⽅針」に基づく⽕災防護を⾏う設計と
する。

ロ．（ト）（２）②ｅ． ⇒ 「 8.2.6 地震を要因とする重
⼤事故等に対する施設の耐震設計」
ロ．（ヘ）⇒ 「3.2   津波による損傷の防⽌」
ロ．（ト）（２）②ｆ． ⇒ 「8.2.7 可搬型重⼤事故等
対処設備の内部⽕災に対する防護⽅針」

環境条件に対する健全性については，「ロ．(ト)(２
)②ｃ．環境条件等」に記載する。

環境条件に対する健全性については，「
8.2.4 環境条件等」に基づく設計とする。

ロ．(ト)(２)②ｃ． ⇒ 「 8.2.4 環境条件等」
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参考３：重大事故等対処設備に係る基本設計方針の事業変更許可申請書との構成比較
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地震に対して常設重⼤事故等対処設備は，「ロ．
（ホ）（２）重⼤事故等対処施設の耐震設計」に
記載する地震⼒による荷重を考慮して，機能を損な
わない設計とする。

地震に対して常設重⼤事故等対処設備は，
「3.1 地震による損傷の防⽌」に記載する地
震⼒による荷重を考慮して，重⼤事故等へ
の対処に必要な機能を損なわない設計とする
。

また，設計基準事故において想定した条件より厳し
い条件を要因とした外的事象の地震に対して，地震
を要因とする重⼤事故等に対処するために重⼤事故
等時に機能を期待する常設重⼤事故等対処設備
は，「ロ．（ト）（２）②ｅ．地震を要因とする重
⼤事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計と
する。

⽕災に対して常設重⼤事故等対処設備は，「ロ．
（ニ）（２）重⼤事故等対処施設の⽕災及び爆
発の防⽌」に基づく設計とすることにより，重⼤事故
等に対処するための機能を損なわない設計とする。

設計基準事故において想定した条件より厳し
い条件を要因とした外的事象の地震に対して
，地震を要因とする重⼤事故等に対処するた
めに重⼤事故等時に機能を期待する常設重
⼤事故等対処設備は，「8.2.6 地震を要
因とする重⼤事故等に対する施設の耐震設
計」に基づく設計とする。

⽕災に対して常設重⼤事故等対処設備は，
「5.  ⽕災等による損傷の防⽌」に基づく設計
とすることにより，重⼤事故等への対処に必要
な機能を損なわない設計とする。

ロ．（ニ）（２）⇒ 「5.  ⽕災等による損傷の防⽌」

環境条件等（常設）の基本設計⽅針の許可との構成⽐較

津波に対して常設重⼤事故等対処設備は，「ロ．
（ヘ）耐津波構造」に基づく設計とする。

津波に対して常設重⼤事故等対処設備は，
「3.2 津波による損傷の防⽌」に基づく設計と
する。

ロ．（ヘ） ⇒ 「 3.2 津波による損傷の防⽌」

ロ．（ホ）（２）⇒ 「3.1   地震による損傷の防⽌」

ロ．（ト）（２）②ｅ． ⇒ 「 8.2.6 地震を要因と
する重⼤事故等に対する施設の耐震設計」
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参考３：重大事故等対処設備に係る基本設計方針の事業変更許可申請書との構成比較
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また，設計基準事故において想定した条件より厳し
い条件を要因とした外的事象の地震に対して，地震
を要因とする重⼤事故等に対処するために重⼤事故
等時に機能を期待する可搬型重⼤事故等対処設
備は，「ロ．（ト）（２）②ｅ．地震を要因とする
重⼤事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計
とする。

設計基準事故において想定した条件より厳し
い条件を要因とした外的事象の地震に対して
，地震を要因とする重⼤事故等に対処するた
めに重⼤事故等時に機能を期待する可搬型
重⼤事故等対処設備は，「8.2.6 地震を
要因とする重⼤事故等に対する施設の耐震
設計」に基づく設計とする。

溢⽔，⽕災に対して可搬型重⼤事故等対処設備
は，溢⽔に対しては想定する溢⽔量に対して機能を
損なわない⾼さへの設置⼜は保管，被⽔防護を⾏
うことにより，⽕災に対しては，「ロ．（ト）（２）
②ｆ．可搬型重⼤事故等対処設備の内部⽕災に
対する防護⽅針」に基づく⽕災防護を⾏うことにより
，重⼤事故等に対処するための機能を損なわない
設計とする。

津波に対して可搬型重⼤事故等対処設備は，「ロ
．（ヘ）耐津波構造」に基づく設計とする。

溢⽔及び⽕災に対して可搬型重⼤事故等対
処設備は，溢⽔に対しては想定する溢⽔量
に対して重⼤事故等への対処に必要な機能
を損なわない⾼さへの設置⼜は保管，被⽔
防護を⾏うことにより，【⑧-43】⽕災に対して
は，「8.2.7 可搬型重⼤事故等対処設備
の内部⽕災に対する防護⽅針」に基づく⽕災
防護を⾏うことにより，重⼤事故等への対処
に必要な機能を損なわない設計とする

津波に対して可搬型重⼤事故等対処設備は
，「3.2 津波による損傷の防⽌」に⽰す津波
による影響を受けない位置に保管する設計と
する。

ロ．（ニ）（２）⇒ 「3.2 津波による損傷の防⽌」

環境条件等（可搬型）の基本設計⽅針の許可との構成⽐較

ロ．（ト）（２）②ｅ． ⇒ 「 8.2.6 地震を要因
とする重⼤事故等に対する施設の耐震設計」

ロ．（ト）（２）②ｅ． ⇒ 「 8.2.7 可搬型重⼤
事故等対処設備の内部⽕災に対する防護⽅針」
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32

地震を要因とする重⼤事故等に対する施設の耐震設計の基本設計⽅針の許可との構成⽐較

地震を要因とする重⼤事故等に対する施設は，「イ
．（ロ）（５）①ｄ.（ｂ）動的地震⼒」に⽰す
基準地震動を1.2倍とした地震⼒を適⽤する。

地震を要因とする重⼤事故等に対処する重⼤事
故等対処施設の耐震設計に⽤いる動的地震⼒
は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒を適⽤
する。

地震以外に設計上考慮する状態を以下に⽰す。
ⅰ．建物・構築物
(ⅰ) 通常時の状態
「イ．（ロ）（５）①ｅ.（ａ）i.（ⅰ）通常時の
状態」を適⽤する。

地震以外に設計上考慮する状態を以下に⽰す。
(a)建物・構築物
イ.通常時の状態
MOX燃料加⼯施設が運転している状態。

(ⅲ) 設計⽤⾃然条件
「イ．（ロ）（５）①ｅ.（ａ）i.（ⅱ）設計⽤⾃
然条件」を適⽤する。

ハ．設計⽤⾃然条件
設計上基本的に考慮しなければならない⾃然条
件（積雪，⾵）。

ⅱ．機器・配管系
(ⅰ) 通常時の状態
「イ．（ロ）（５）①ｅ.（ａ）ⅱ.（ⅰ）通常時
の状態」を適⽤する。

(ⅱ) 設計基準事故時の状態
「イ．（ロ）（５）①ｅ.（ａ）ⅱ.（ⅱ）設計基
準事故時の状態」を適⽤する。

(b)機器・配管系
イ．通常時の状態
MOX燃料加⼯施設が運転している状態。
ロ．設計基準事故時の状態
当該状態が発⽣した場合にはMOX燃料加⼯施
設から多量の放射性物質が放出されるおそれが
あるものとして安全設計上想定すべき事象が発
⽣した状態。

参考３：重大事故等対処設備に係る基本設計方針の事業変更許可申請書との構成比較
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33

地震を要因とする重⼤事故等に対する施設の耐震設計の基本設計⽅針の許可との構成⽐較

上記の各機能について，基準地震動の1.2倍の地
震⼒に対し，「イ.（ロ）（５）①ｅ.（ｄ）ⅰ．
（ｉ）(ⅰ)-１基準地震動による地震⼒との組合せ
に対する許容限界」にて確認した上で，それ以外を
適⽤する場合は各機能が維持できることを個別に⽰
す。

上記の各機能について，基準地震動Ｓｓの1.2
倍の地震⼒に対し，塑性域 に達するひずみが⽣
じた場合であっても，その量が⼩さなレベルに留ま
って破断延性限界に⼗分な余裕を有し，その施
設の機能に影響を及ぼすことがない限界に応⼒，
荷重を制限する値を許容限界として確認した上で
，それ以外を適⽤する場合は各機能が維持でき
ること。

ⅱ．地震を要因として発⽣する重⼤事故等に対処
する重⼤事故等対処設備
地震を要因として発⽣する重⼤事故等の対処に必
要な常設重⼤事故等対処設備は，基準地震動の
1.2倍の地震⼒に対し，「イ.（ロ）（５）①ｄ.（
ｄ）ⅰ．（ｉ）(ⅰ)-１基準地震動による地震⼒
との組合せに対する許容限界」にて確認した上で，そ
れ以外を適⽤する場合は，設備のき裂や破損等に
対する放出経路の維持等，重⼤事故等の対処に
必要な機能が維持できることを個別に⽰す。

(b)地震を要因として発⽣する重⼤事故等に対
処する重⼤事故等対処設備
地震を要因として発⽣する重⼤事故等の対処に
必要な常設重⼤事故等対処設備は，基準地
震動Ｓｓの1.2倍の地震⼒に対し，塑性域 に
達するひずみが⽣じた場合であっても，その量が
⼩さなレベルに留まって破断延性限界に⼗分な
余裕を有し，その施設の機能に影響を及ぼすこと
がない限界に応⼒，荷重を制限する値を許容限
界として確認した上で，それ以外を適⽤する場合
は各機能が維持できること。

ⅲ．ⅰ．及びⅱ．に⽰す設備を設置する建物・構
築物
ⅰ．及びⅱ．に⽰す設備を設置する建物・構築物
は，基準地震動を1.2倍した地震⼒に対する建物・
構築物全体としての変形能⼒について，「イ.（ロ）
（５）①ｄ.（ｄ）ⅰ．（ｉ）(ⅰ)-１基準地震
動による地震⼒との組合せに対する許容限界」の許
容限界を適⽤する。

(c)重⼤事故の起因となる異常事象の選定にお
いて基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒を考慮
する設備及び地震を要因として発⽣する重⼤事
故等に対処する重⼤事故等対処設備を設置す
る建物・構築物
重⼤事故の起因となる異常事象の選定において
基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒を考慮する
設備及び地震を要因として発⽣する重⼤事故等
に対処する重⼤事故等対処設備を設置する建
物・構築物は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地
震⼒に対し，建物・構築物全体としての変形能
⼒ （耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐⼒時
の変形に対して⼗分な余裕を有し，部材・部位
ごとのせん断ひずみ・応⼒等に対して，妥当な安
全余裕を有することとする。

参考３：重大事故等対処設備に係る基本設計方針の事業変更許可申請書との構成比較
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添付資料-２ 

1 

１．  概要  

本資料は，重大事故等対処設備の健全性に関する事項について，添付書類

への展開の考え方について補足説明を行うものである。  

 

２．  添付書類への展開の考え方  

本資料では，技術基準規則第三十条第 1 項第二号（環境条件），第 1 項第六

号（悪影響防止），第 2 項（共通要因故障（常設重大事故等対処設備）），第 3

項第六号（共通要因故障（可搬型重大事故等対処設備））に基づく設計として

考慮する自然現象，人為事象，周辺機器等からの影響及び設計基準事故にお

いて想定した条件より厳しい条件に関わる事項を添付書類に展開するにあた

っての考え方を説明する。  

添付書類への展開では，基本的には安全機能を有する施設の添付書類への

展開の考え方を踏襲し，対象選定，設計方針，評価結果等を示す。  

添付書類への展開について，以下の通り分類する。  

 

（１）  個別の技術基準規則が存在する事象  

地震，津波，火災  

（２）  個別の技術基準規則が存在しない事象  

a.  評価が必要な項目  

風（台風），竜巻等の外部衝撃，溢水等  

b.  評価が必要無い項目  

凍結，降水，落雷等の外部衝撃  

（３）  設計基準事故において想定した条件より厳しい条件  

設計基準事故において想定した条件より厳しい条件を要因とした外的

事象の地震  

 

重大事故等対処施設の基本設計方針からの添付書類への展開及び安全機能

を有する施設の基本設計方針からの添付書類への展開を図に示す。  

 

以  上  
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基本設計⽅針
第1章　共通項⽬
8.  設備に対する要求
8.2   重⼤事故等対処設備
8.2.1   重⼤事故等対処設備に対する設計⽅
針
8.2.2   共通要因故障に対する考慮等
(1)共通要因故障に対する考慮
(2)悪影響防⽌
8.2.3　個数及び容量
8.2.4 環境条件等
8.2.5   操作性及び試験・検査性
8.2.6   地震を要因とする重⼤事故等に対す
る施設の耐震設計
8.2.7   可搬型重⼤事故等対処設備の内部
⽕災に対する防護⽅針

Ⅲ　加⼯施設の耐震性に関する説明書
　Ⅲ-1-1-2　地盤の⽀持性能
Ⅴ-1-1-1　加⼯施設の⾃然現象等による損
傷の防⽌に関する説明書

V-1-1-4-2　重⼤事故等対処設備の設計⽅針
○重⼤事故等対処設備の各事象（溢⽔、⻯巻、降下⽕砕物及び可搬の固縛等）に対する基
本⽅針
○各事象に対する防護対象設備の選定，評価対象の選定
○重⼤事故等対処設備の設備分類，要求機能及び性能⽬標
○重⼤事故等対処設備の性能⽬標を達成するための機能設計
⇒可搬型重⼤事故等対処設備の地震に対する固縛等の設計⽅針の展開（具体の設計⽅針
はⅤ-1-1-4-4に⽰す）、重⼤事故等対処設備の溢⽔等に対する設計⽅針の展開（Ⅴ-1-
1-7-4等へ）
※第１回申請については、設計基準と同じ対象（燃料加⼯建屋）になるため当該添付書類で
はなく、Ⅴ-1-1-4から設計基準の添付書類に直接紐づける

Ⅴ-1-1-1-2　⻯巻への配慮に関する説明書
　　　Ⅴ-1-1-1-2-4　⻯巻への配慮が必要な施設の強度計算
　　　　　Ⅴ-1-1-1-2-4-1　⻯巻への配慮が必要な施設の強度計算の⽅針
　　　　　Ⅴ-1-1-1-2-4-2　⻯巻への配慮が必要な施設の強度計算書
Ⅴ-1-1-1-3　外部⽕災への配慮に関する説明書
　　Ⅴ-1-1-1-3-3　外部⽕災の影響を考慮する施設の設計⽅針及び評価⽅針
　　Ⅴ-1-1-1-3-4　外部⽕災防護における評価結果
Ⅴ-1-1-1-4　⽕⼭への配慮に関する説明書
 Ⅴ-1-1-1-4-4　⽕⼭への配慮が必要な施設の強度計算
　　　　　Ⅴ-1-1-1-4-4-1　⽕⼭への配慮が必要な施設の強度計算の⽅針
　　　　　Ⅴ-1-1-1-4-4-2　⽕⼭への配慮が必要な施設の強度計算書

Ⅴ-1-1-7　加⼯施設内における溢⽔による損傷の防⽌に関する説明書
　　Ⅴ-1-1-7-4　溢⽔影響に関する評価

設計基準に係る添付書類

⿊字は第1回設⼯認申請で⽰す範囲，灰⾊字は基本設計⽅針と同様の設計⽅針は⽰すが詳細は後次回以降の申請で⽰す範囲とする。
重⼤事故等対処施設の設⼯認申請書の展開

踏襲又は基づく設計

Ⅲ　加⼯施設の耐震性に関する説明書
　　Ⅲ-1-1　耐震設計の基本⽅針

Ⅴ-1-1-1-6　津波への配慮に関する説明書

Ⅴ-1-1-6　⽕災及び爆発の防⽌に関する説明書

Ⅲ-2　加⼯施設の耐震性に関する計算書

SAとして規則要求がある項⽬

A

基本設計⽅針
第1章　共通項⽬

3.1　地震による損傷の防⽌

3.2　津波による損傷の防⽌

5. ⽕災等による損傷の防⽌

Ⅴ-1-1-4-4　地震を要因とする重⼤事故等に対する施設の耐震設計
　1.　概要
　2.　地震を要因とする重⼤事故等の対処
　3.　地震を要因とする重⼤事故等に対処する重⼤事故等対処施設の基本⽅針
　4.　基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒の設定
　5.　地震を要因とする重⼤事故等に対処する重⼤事故等対処施設に要求される機能及び機
　　　 能維持の⽅針
　6.　地震を要因とする重⼤事故等に対処するための重⼤事故等対処設備のその他耐震設計 
       に係る事項

Ⅲ-６　地震を要因とする重⼤事故等に対する施設の耐震性に関する説明書
　　Ⅲ-６-１　基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒による重⼤事故等対処施設に係る
　　　　　　　　　耐震計算の基本⽅針
　　Ⅲ-６-２　基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒に対する耐震計算結果
        Ⅲ-６-２-１　建物・構築物
　　　　Ⅲ-６-２-２　機器・配管系
　　　　Ⅲ-６-２-４　可搬型重⼤事故等対処設備等の耐震性に関する説明書
    Ⅲ-６-3　　基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒に対する可搬型重⼤事故等
                   対処設備の耐震性に関する説明書
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添付資料-2

外部衝撃（⾼温、凍結、落雷等）、内部発⽣⾶
散物については、Ⅴ-1-1-4において設計⽅針を全て

記載（Ⅴ-1-1-4-2等の添付に展開しない）
可搬型重⼤事故等対処設備の保管
場所に対する津波の設計上の考慮

⇒Ⅴ-1-1-1-6へ

可搬型重⼤事故等対処設備の使⽤時の津波に対
する据え付け場所の考慮については，Ⅴ-1-1-4にお
いて設計⽅針を全て記載（Ⅴ-1-1-4-2等の添付に

展開しない）

A

Ⅴ-1-1-4　安全機能を有する施設及び重⼤
事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書

2.1 概要
2.2 重⼤事故等対処設備に対する設計⽅針
2.3共通要因故障に対する考慮等
(1)共通要因故障に対する考慮（環境条件
に対する健全性は2.4項へ）
(2)悪影響防⽌
2.4 環境条件等
(1)環境条件
＜常設重⼤事故等対処設備＞
・重⼤事故等発⽣時の環境
・地震
・設計基準事故の条件より厳しい条件（地
震）2.6項へ
・溢⽔
・⽕災
・津波
・外部衝撃（⾵、⻯巻、⽕⼭等）(3)へ
・外部衝撃（外部⽕災）
・外部衝撃（⾼温、凍結、落雷等）
・内部発⽣⾶散物

＜可搬型重⼤事故等対処設備＞
・重⼤事故等発⽣時の環境
・地震（落下防⽌、転倒防⽌、固縛）
・設計基準事故の条件より厳しい条件（地
震）2.6項へ
・溢⽔
・⽕災（2.7項へ）
・津波
・外部衝撃（⾵、⻯巻、⽕⼭等）(3)へ
・外部衝撃（外部⽕災）
・外部衝撃（⾼温、凍結、落雷等）
・内部発⽣⾶散物
(2)重⼤事故等における条件の影響
(3)⾃然現象により発⽣する荷重の影響
(4)重⼤事故等対処設備の操作性及び試
験・検査性
(5)可搬型重⼤事故等対処設備の設置場所
2.5 操作性及び試験・検査性
(1)操作性の確保
(2)試験・検査性
2.6 地震を要因とする重⼤事故等に対する
施設の耐震設計
2.7 可搬型重⼤事故等対処設備の内部⽕
災に対する防護⽅針
2.8 系統施設の設計上の考慮
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・地震

・溢⽔
・⽕災
・津波

・外部衝撃（外部⽕災）

・地震（落下防⽌、転倒防⽌、固縛）

・溢⽔

・津波

・外部衝撃（外部⽕災）

(3)⾃然現象により発⽣する荷重の影響

(1)操作性の確保

2.6 地震を要因とする重⼤事故等に対する
施設の耐震設計

Ⅴ-1-1-6　⽕災及び爆発の防⽌に関する
説明書

外部衝撃（⾼温、凍結、落雷等）、内部発⽣⾶
散物については、Ⅴ-1-1-4において設計⽅針を全て

記載（Ⅴ-1-1-4-2等の添付に展開しない）

可搬型重⼤事故等対処設備の内部⽕災に対しては，
「Ⅴ-1-1-6　⽕災及び爆発の防⽌に関する説明書」を踏
まえて，Ⅴ-1-1-4において共通要因によって設計基準事
故に対処するための設備の安全機能等と同時に必要な
機能が損なわれないとする設計⽅針を記載（Ⅴ-1-1-4-
2等の添付に展開しない）

可搬型重⼤事故等対処設備の地震
に対する固縛等の設計⽅針

可搬型重⼤事故等対処設備の固縛等の設計⽅針
⇒Ⅴ-1-1-4-2へ

可搬型重⼤事故等対処を収納する保管場所の耐
震設計⽅針

⇒Ⅴ-1-1-4-3へ

【凡例】
 実線  内：V‐1‐1‐4及び付随する添付への展開
 破線  内：V‐1‐1‐4及び付随する添付以外への展開

      ：SA条⽂が存在するため，SA条⽂を説明する添付書類
       への展開
      ：SA条⽂が存在しないため，設計⽅針を30条の
       添付で⽰し，評価をDBの添付への展開
      ：アクセスルート，可搬型設備の保管場所に関する展開
      ：1.2Ssに関する展開

      ：Ⅴ-1-1-4の中で設計⽅針を⽰し、他の添付資料に展開
       しない説明の補⾜説明
     ：Ⅴ-1-1-4の以外の添付資料に展開する旨の補⾜説明

Ⅲ-2　加⼯施設の耐震性に関する計算書

可搬型重⼤事故等対処設備の保管場所(建屋等)の耐震評価
⇒Ⅲ-2　加⼯施設の耐震性に関する計算書へ

可搬型重⼤事故等対処設備の保管場所(屋外)の耐震評価
⇒（Ⅲ-2　加⼯施設の耐震性に関する計算書へ展開しない）

Ⅲ　加⼯施設の耐震性に関する説明書
　　Ⅲ-1-1　耐震設計の基本⽅針（2.2準拠規格、3.3
波及的影響に対する考慮、6.構造計画と配置設計、7.地
震による周辺斜⾯の崩壊に対する設計⽅針、8.ダクティリテ
ィに関する考慮）　
　　Ⅲ-1-1-4　波及的影響に対する考慮
　　Ⅲ-1-1-5　地震応答解析の基本⽅針
　　Ⅲ-1-1-6　設計⽤床応答曲線の作成⽅針
　　Ⅲ-1-1-8　機能維持の基本⽅針
　　Ⅲ-1-1-9　構造計画，材料選択上の留意点

V-1-1-4-3　可搬型重⼤事故等対処設備の保管場所等の設計⽅針
※可搬型重⼤事故等対処設備の保管場所及び保管場所から設置場所，接続場所まで運搬
するための経路並びに他の設備の被害状況を把握するための経路（以下、「アクセスルート」と
いう。）について、設計上考慮する事項
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Ⅲ-1-1　耐震設計の基本⽅針

Ⅴ-1-1-6　⽕災及び爆発の防⽌に関する説明書

Ⅴ-1-1-7　加⼯施設内における溢⽔による損傷の防⽌に関する説明書
　Ⅴ-1-1-7-1　溢⽔による損傷の防⽌に関する基本⽅針

Ⅴ-1-1-7　加⼯施設内における溢⽔による損傷の防⽌に関する説明書
　　Ⅴ-1-1-7-2　溢⽔防護対象設備の選定
　　Ⅴ-1-1-7-3　溢⽔評価条件の設定

Ⅴ-1-1-1-6　津波への配慮に関する説明書

Ⅴ-1-1-1-1　加⼯施設の⾃然現象等による損傷の防⽌に関する説明書
Ⅴ-1-1-1-2-1 ⻯巻への配慮に関する基本⽅針
Ⅴ-1-1-1-3-1　外部⽕災への配慮に関する基本⽅針
Ⅴ-1-1-1-4-1　⽕⼭への配慮に関する基本⽅針

Ⅴ-1-1-1-2　⻯巻への配慮に関する説明書
　　Ⅴ-1-1-1-2-2　⻯巻の影響を考慮する施設及び固縛対象物の選定
　　Ⅴ-1-1-1-2-3　⻯巻の影響を考慮する施設の設計⽅針
Ⅴ-1-1-1-3　外部⽕災への配慮に関する説明書
　　Ⅴ-1-1-1-3-2　外部⽕災の影響を考慮する施設の選定
　　Ⅴ-1-1-1-3-3　外部⽕災の影響を考慮する施設の設計⽅針及び評価⽅針
Ⅴ-1-1-1-4　⽕⼭への配慮に関する説明書
　　Ⅴ-1-1-1-4-2　降下⽕砕物の影響を考慮する施設の選定
　　Ⅴ-1-1-1-4-3　降下⽕砕物の影響を考慮する施設の設計⽅針

Ⅲ-2　加⼯施設の耐震性に関する計算書

V-1-1-4-2　重⼤事故等対処設備の設計⽅針　⼜は　Ⅴ-1-1-4　安全機能を有する施設及び重⼤事故等対
処設備が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書

Ⅴ-1-1-7　加⼯施設内における溢⽔による損傷の防⽌に関する説明書
　　Ⅴ-1-1-7-4　溢⽔影響に関する評価

Ⅴ-1-1-1-2　⻯巻への配慮に関する説明書
　　　Ⅴ-1-1-1-2-4　⻯巻への配慮が必要な施設の強度計算
　　　　　Ⅴ-1-1-1-2-4-1　⻯巻への配慮が必要な施設の強度計算の⽅針
　　　　　Ⅴ-1-1-1-2-4-2　⻯巻への配慮が必要な施設の強度計算書
Ⅴ-1-1-1-3　外部⽕災への配慮に関する説明書
　　Ⅴ-1-1-1-3-3　外部⽕災の影響を考慮する施設の設計⽅針及び評価⽅針
　　Ⅴ-1-1-1-3-4　外部⽕災防護における評価結果
Ⅴ-1-1-1-4　⽕⼭への配慮に関する説明書
 Ⅴ-1-1-1-4-4　⽕⼭への配慮が必要な施設の強度計算
　　　　　Ⅴ-1-1-1-4-4-1　⽕⼭への配慮が必要な施設の強度計算の⽅針
　　　　　Ⅴ-1-1-1-4-4-2　⽕⼭への配慮が必要な施設の強度計算書

基本設計⽅針
第1章　共通項⽬
8.  設備に対する要求
8.1  安全機能を有する施設
8.1.1  安全機能を有する施設に対する設計⽅針
(1) 安全機能を有する施設の基本的な設計
(2)　環境条件の考慮
(3)　操作性の考慮
(4)　規格及び基準に基づく設計
8.1.2  試験，検査性の確保
8.1.3　内部発⽣⾶散物に対する考慮
8.1.4 共⽤に対する考慮

Ⅴ-1-1-4　安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処設
備が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書
1．安全機能を有する施設
1.1　概要
1.2　基本⽅針
1.3　安全機能を有する施設に対する設計⽅針
1.3.1 安全機能を有する施設の基本的な設計
1.3.2　環境条件

(1) 環境圧⼒，環境温度及び湿度による影響，放射線によ
る影響，屋外の天候による影響(凍結及び降⽔)並びに荷重
(2) 電磁的障害
(3) 周辺機器等からの悪影響

1.3.3　操作性の考慮
1.3.4　規格及び基準に基づく設計
1.4  試験，検査性の確保
1.5　内部発⽣⾶散物に対する考慮
1.6 共⽤に対する考慮
1.7 系統施設毎の設計上の考慮

(1) 環境圧⼒，環境温度及び湿度による影響，放射線によ
る影響，屋外の天候による影響(凍結及び降⽔)並びに荷重
(2) 電磁的障害
(3) 周辺機器等からの悪影響

基本設計⽅針
第1章　共通項⽬

1. 核燃料物質の臨界防⽌
2.地盤

3.1　地震による損傷の防⽌

3.2　津波による損傷の防⽌

3.3 外部からの衝撃による損傷の防⽌ 

4. 閉じ込めの機能

5. ⽕災等による損傷の防⽌

6. 加⼯施設内における溢⽔による損傷の防⽌

7. 遮蔽 

3.1　地震による損傷の防⽌

3.2　津波による損傷の防⽌

3.3 外部からの衝撃による損傷の防⽌

5. ⽕災等による損傷の防⽌

6. 加⼯施設内における溢⽔による損傷の防⽌

【凡例】
 実線  内：V‐1‐1‐4及び付随する添付への展開
 破線  内：V‐1‐1‐4及び付随する添付以外への展開
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⿊字は第1回設⼯認申請で⽰す範囲，灰⾊字は基本設計⽅針と同様の設計⽅針は⽰すが詳細は後次回以降の申請で⽰す範囲とする。
安全機能を有する施設の設⼯認申請書の展開 添付資料-2

（１）屋外の天候による影響(凍結及び降⽔)並びに荷重⇒加⼯施設の⾃然現象等によ
る損傷の防⽌
（２）電磁的障害⇒加⼯施設の⾃然現象等による損傷の防⽌
（３）周辺機器等からの悪影響⇒加⼯施設の⾃然現象等による損傷の防⽌、加⼯施設
の耐震性、⽕災及び爆発の防⽌、加⼯施設内における溢⽔による損傷の防⽌
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